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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第38期
第３四半期
連結累計期間

第39期
第３四半期
連結累計期間

第38期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 8,236,406 6,782,911 10,450,285

経常利益 (千円) 823,602 422,750 840,531

四半期(当期)純利益 (千円) 485,639 253,796 550,243

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 487,094 246,307 563,012

純資産額 (千円) 3,210,866 3,388,631 3,287,274

総資産額 (千円) 5,430,155 5,144,249 5,631,684

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 82.62 42.82 93.49

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 59.1 65.9 58.4

　

回次
第38期
第３四半期
連結会計期間

第39期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 32.08 11.69

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．当社は、平成24年４月１日付で株式１株につき３株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。

  また、主要な関係会社においても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。

　
(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、東日本大震災後の復興需要などに支えられ、景気は緩やかな回

復傾向を示すなか、12月の政権交代後の経済政策への期待感から、為替相場は円安方向に、株式市場は上昇の傾向へ

と、変化の兆しも見られるようになりました。しかしながら、欧州債務問題や新興国経済の伸び悩みなど不安定材料は

多く、先行きは不透明な状況が続いております。

この様な経済環境のもと、当社グループが属するセールスプロモーション市場におきましては、業績向上効果が期

待できることから需要は強く、順調に推移しておりますが、急速に普及するスマートフォンを活用したモバイルコン

テンツによる手法など、多様化するセールスプロモーション手法への対応力が求められ、変化対応力と継続的機能強

化が必要となる大変厳しい市場環境となっております。

この様な環境のもと、当社グループでは顧客の営業上の課題に対応するマーケティング会社としてのサービスが

提供できるよう、主力のセールスプロモーショングッズの供給に加え、ＰＯＰ分野、ＷＥＢ関連、イベントなど引き続

き基本機能の強化及び拡充に努め、顧客ニーズへの対応力を高める動きを推進してまいりました。

しかしながら、当第３四半期連結累計期間における連結業績は、当社グループの主要顧客である飲料業界において

前第３四半期連結累計期間に実施された有名キャラクターを使用した複数の大型施策が、当第３四半期連結累計期間

には実施されなかったことが大きく影響いたしました。当社グループではその影響を最小限に抑えるため、代替とな

る案件の獲得、他業種での顧客開拓及び実績拡大に注力してまいりましたが、前年あった大型施策の消失分を補うま

では至らず、売上高は6,782百万円（前年同期比17.6％減）と減収になりました。販売費及び一般管理費は予算執行の

厳格化を継続いたしましたが、人件費などが増加したことに加え、海外子会社への先行的な経費が発生したことから

増加し、営業利益は416百万円（同48.9%減）、経常利益は422百万円（同48.7%減）、四半期純利益は253百万円（同

47.7%減）となりました。

なお、当社グループではセールスプロモーションの企画及び販売を行う単一事業分野において営業活動を行って

おりますので、セグメント情報の記載は行っておりません。

 

(2) 財政状態の分析

（流動資産）

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は4,352百万円（前連結会計年度末4,838百万円）となり、

486百万円減少いたしました。主な要因は、売掛金の回収が進んだことによって現金及び預金が112百万円の増加とな

りましたが、受取手形及び売掛金が636百万円減少したためであります。

（固定資産）

当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は791百万円（同792百万円）となり、１百万円減少いたし

ました。主な要因は、有形固定資産が14百万円、保険積立金が10百万円、また、繰延税金資産で10百万円の増加となりま

したが、投資有価証券が23百万円、敷金及び保証金で13百万円それぞれ減少したためであります。
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（流動負債）

当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は1,483百万円（同2,091百万円）となり、608百万円減少い

たしました。主な要因は、法人税等の中間納付を行ったことにより未払法人税等が253百万円減少したのに加え、支払

手形及び買掛金が199百万円、賞与引当金が34百万円、その他でも119百万円それぞれ減少したためであります。

（固定負債）

当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は271百万円（同252百万円）となり、19百万円増加いたし

ました。主な要因は、退職給付引当金が13百万円増加したことと、役員退職慰労引当金が５百万円増加したためであり

ます。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は3,388百万円（同3,287百万円）となり、101百万円増加いた

しました。主な要因は、自己株式の取得を進めたことなどにより、自己株式が17百万円増加しましたが、四半期純利益

が253百万円となったことなどから、利益剰余金が115百万円増加したためであります。

　

(3) 生産、仕入及び販売の実績

当社グループは、専ら、ノベルティ・プレミアムグッズに代表されるセールスプロモーショングッズを企画・販売

する単一事業分野において営業活動を行い、単一セグメントであるため、セグメント別の情報は記載しておりません。

　
① 生産実績

当社グループの販売するセールスプロモーショングッズは広範囲かつ多種多様であり、同様の製品であっても仕

様が一様ではなく、またポケットティッシュ以外の受注商品の製作につきましては全て外注先に委託しております。

なお、当社グループで販売するポケットティッシュについて、その多くを当社の連結子会社である㈱岐阜クリエート

において生産しておりますが、当社グループで生産しているポケットティッシュの生産実績を示すと、次のとおりで

あります。

　

品目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日)

前年同四半期比
(％)

ポケットティッシュ(千個) 105,475 84.2

　　　　　　　合計(千個) 105,475 84.2

(注)　千個未満は切り捨てております。

　
② 仕入実績

当社グループでは価格競争力を強化するため、一部の商品について中国より直接購買を行っております。当第３四

半期連結累計期間における、当社グループにおける国内での仕入実績及び中国からの仕入実績を示すと、次のとおり

であります。

　

地域
当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日)

前年同四半期比
(％)

国内仕入(千円) 4,268,781 83.8

海外(中国)仕入(千円) 333,755 63.5

合計(千円) 4,602,537 81.9

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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③ 販売実績

当第３四半期連結累計期間における、当社分類による顧客所属産業分野別に販売状況を示すと、次のとおりであり

ます。

　

分野
当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日)

前年同四半期比
(％)

衣食住・流通産業分野(千円) 4,006,813 72.7

情報・通信産業分野(千円) 1,945,011 116.2

金融・保険産業分野(千円) 336,644 105.8

その他(千円) 494,441 67.4

合計(千円) 6,782,911 82.4

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 21,600,000

計 21,600,000

　
② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,240,000 6,240,000
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数100株

計 6,240,000 6,240,000 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年10月１日～
平成24年12月31日

― 6,240,000 ― 450,000 ― 42,000

　
(6) 【大株主の状況】

       当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

 
339,800

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 5,899,700 58,997 ―

単元未満株式 普通株式 500 ― ―

発行済株式総数 6,240,000 ― ―

総株主の議決権 ― 58,997 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式80株が含まれております。

　
② 【自己株式等】

平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ＣＤＧ

大阪市北区梅田二丁目２
番22号

339,800― 339,800 5.45

計 ― 339,800― 339,800 5.45

　

２ 【役員の状況】

　

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　
　　（退任役員）

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 東京営業部長 小澤　洋司 平成24年８月31日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第

64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１日から平成24

年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,230,016 2,342,617

受取手形及び売掛金 ※
 2,405,166

※
 1,768,213

制作支出金 77,015 112,758

製品 9,622 9,322

原材料 13,854 16,927

繰延税金資産 61,528 23,204

その他 43,302 80,942

貸倒引当金 △1,690 △1,213

流動資産合計 4,838,816 4,352,771

固定資産

有形固定資産 224,797 239,384

無形固定資産 22,075 22,347

投資その他の資産

投資有価証券 122,076 98,580

繰延税金資産 104,322 114,458

保険積立金 136,006 146,863

敷金及び保証金 146,113 132,524

その他 48,695 48,738

貸倒引当金 △11,219 △11,419

投資その他の資産合計 545,994 529,746

固定資産合計 792,868 791,478

資産合計 5,631,684 5,144,249
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※
 1,459,553

※
 1,259,985

未払法人税等 257,054 3,158

賞与引当金 87,870 53,280

その他 287,262 167,295

流動負債合計 2,091,739 1,483,720

固定負債

退職給付引当金 87,224 100,698

役員退職慰労引当金 165,445 171,200

固定負債合計 252,669 271,898

負債合計 2,344,409 1,755,618

純資産の部

株主資本

資本金 450,000 450,000

資本剰余金 46,171 56,456

利益剰余金 2,930,630 3,046,536

自己株式 △147,951 △165,296

株主資本合計 3,278,850 3,387,696

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 8,424 223

為替換算調整勘定 － 712

その他の包括利益累計額合計 8,424 935

純資産合計 3,287,274 3,388,631

負債純資産合計 5,631,684 5,144,249
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 8,236,406 6,782,911

売上原価 6,022,405 4,901,497

売上総利益 2,214,001 1,881,413

販売費及び一般管理費 1,398,874 1,464,843

営業利益 815,126 416,570

営業外収益

受取利息 2,291 2,013

受取配当金 1,645 2,261

仕入割引 3,837 －

受取補償金 － 1,904

その他 2,415 2,463

営業外収益合計 10,189 8,643

営業外費用

支払利息 145 82

為替差損 － 1,282

原状回復費用 1,134 493

その他 433 605

営業外費用合計 1,714 2,463

経常利益 823,602 422,750

特別利益

投資有価証券売却益 － 9,784

保険解約返戻金 4,585 7,323

特別利益合計 4,585 17,108

特別損失

賃貸借契約解約損 1,560 －

有形固定資産除却損 629 －

特別損失合計 2,189 －

税金等調整前四半期純利益 825,998 439,859

法人税、住民税及び事業税 323,976 152,834

法人税等調整額 16,382 33,227

法人税等合計 340,359 186,062

少数株主損益調整前四半期純利益 485,639 253,796

四半期純利益 485,639 253,796
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 485,639 253,796

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,454 △8,201

為替換算調整勘定 － 712

その他の包括利益合計 1,454 △7,488

四半期包括利益 487,094 246,307

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 487,094 246,307

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　
【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。

　
【会計方針の変更等】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

なお、これに伴う営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※  四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形を満

期日に決済が行われたものとして処理しております。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形 13,813千円 4,191千円

支払手形 167,243千円 124,117千円

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

減価償却費 32,357千円 32,113千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日
定時株主総会

普通株式 78,446 40.0平成23年３月31日 平成23年６月29日 利益剰余金

　
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

　
当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 137,891 70.0平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

　
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループはセールスプロモーショングッズの企画・販売を行う単一セグメントであるため、記載を省略して

おります。

　

(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を全く利用しないため、該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 82円62銭 42円82銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(千円) 485,639 253,796

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 485,639 253,796

普通株式の期中平均株式数(千株) 5,878 5,928

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　当社は、平成24年４月１日付けで普通株式１株につき普通株式３株の割合で株式分割を行っております。前連

結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年２月７日

株 式 会 社 Ｃ Ｄ Ｇ

取 締 役 会　 御 中

　

有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ

　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　杉   本　 茂   次　    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山   本        大　　  印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＣＤＧの

平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成24年10月１日から平成24年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＣＤＧ及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提

出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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